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Ⅰ　メキシコと韓国の自動車産業の現状
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結論

はじめに

自動車産業は，広範な関連産業を持つ。自動車

産業が発展すれば，「当然，関連産業も発展する

はず、」という考えに基づいて，多くの発展途上国

が，自動車産業の保護・育成に力をいれてきた。

すなわち， 1・1動車産業の発展を核に工業化を促進

しようとする政策が，多くの途上国で採用されて

きた。メキシコおよび韓国もまた，そうした諸｜五｜

のひとつであるο

しかしながら，成果は，メキシコと韓国とでは

大きく異なる。韓国は，メキシコより11年遅れて

1973年から自動車産業の育成を開始したが，生産

台数および輸出台数ですでに（86年から）メキシ

コを凌駕している。完成車に組み付ける部品u>rn1 

産化率においても韓国の方が，メキシコよりはる

かに高いのなぜ，こうした差が生じたのか両ltilの

自動車産業育成政策の相違と，それが創り出した

産業組織の差異に焦点を当て本稿で論じたLミ。第

I節でメキシコと韓国の自動車産業の現状につい
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て比較検討する。第II節でメキシコの自動車産業

育成政策と，その産業組織形成への影響について

みる。第III節で韓国の自動車産業育成政策と，そ

の産業組織形成への影響について考察し，メキシ

コとの相違を明らかにする。結論では，なぜ，メ

キシコと韓国の自動車産業の発展に差異が生じた

のか，その原I人lをIV］らかにする。

I メキシコと韓国の自動車産業の現状

1. メキシコの畠動車産業

1989年現在，メキシコは乗用車および商用車を

合わせて64万台弱生産している。その生産台数は

日本の 5~＇λにすぎないが，世界で13番目に位i位す

る(it］）。 1982年に発午した外貨危機以降，メキシ

コ経済は停滞し， l’l動車産業も国内需要が大きく

落ち込んだため，＇ I二産が低迷していた。 19樹年よ

り生産が回復し始め， 89年になってようやく危機

発生以前の生産台数を超えた（第 1図んとはl,）え，

国内需要はまだ，以前の水準に達せず，生産の増

加は1980年代半ばより伸び始めた輸出に依存する

ところが大きい。

メキシコには主要完成車製造企業が5社ある。

そのすべてが外国資本100ぶの外資企業である。

その5社の生産シェアは98.7ぷ (1989年）と高い。

各社の乗用車国内市場シェア (1989年） Iii 2）は，プ

オルクスワーゲン（以下， V¥V)27. 9ぷ，日産自動

Fアジア経済JXXXIII 7 0992.7) 
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産業政治と［ti］際競争力

その他の部品（板ばね，部品，メキシコの自動車生産台数，輸出入

金額推移

第 1図 トランスおよび，

この点が韓

その1989年の輸出金瀬

を多く輸出している。

国とは異なる特徴である。

ミッション等）

エンジン・エンジン部品澗完成車41ぷ，構成は，

その他の部品20ぶとなっており完成車とエンセャ，h’

ジン・エンジン部品とで80与を占めている。 1981

年の輪山構成は，似ばね，

( JO: i、Iし）
1万台）
I 89年政令→γ 十10

I f愉／I',

65i .,~ • n団 4 p年計戸産ヂト20I 12年齢 77司令 Jへj, •• : / 
I 62年政令 L，－『～νぅ〔、V'、〈ー
n4_L一一亡fご二二ぷたて：＿＿＿＿.. ，，＿ーノ輸人
～明［ー汁－，， .. , " ’ ＇＇・ ' ' l ’ ' ' l ’ 川
1960 Iリ70 Iリ80 I！ゆ｛）

その他の部品が半分以

エンジン・エンジン部品が18ι～
完成車が24~，＂；：：こすぎなかった。第 3 図にみられる

ようにエンシン・エンジン部品の輸出は， 1982年

上を，，，めており，

（出所） Asociaci6n Mexicana de la Indu-

stria Automotoriz (AMIA), La indust-

n・a auto抑制Iυn・zde M川 1山間 cijηJS,
メキシ主任＞f版／Comer川 J,,xterior.，九

月号。
完成中：の輸出は84年以降，急速に哨また，以降，

ン・エンジン部品および完成車の輸出増加は，後

で詳しくみるようにメキシコ政府による強力な自

動車産業育成政策，特に77年および83年の政令に

よるところが大きLB。1977年および83年の政令が

完成車製造企業に対し，輸出義務を強化し，多国

籍企業がそれに応え， 1世界的な自動車生産体制再

こうした1980年代に入ってからのエンジ加した。

フォード17.3立.... クライスラー20.8~,;:. 事25.6~＇ら

ゼネラルモーターズ（以ド， CM)8.3：；；：と生産車

そ（／） シェアが大きいの i也種が小型車であるほど，

ある

いは，小型トラックを生産しでおり，乗用車は生

産していない

完成車の輸出は， 1989年現在， 19万5000古強と

パス，それらはトレーラー，に6社あるが，

メキシコを完成車および部品の供給編成の中で，

基地のひとつとして組み込んだことがメキシコの

自動車製品の輸出を仲ばした。

1977{fの政令に応えて各社がエンジン工場建設

これを1982年の l万生産の30ぶを占めている。

と比べると，短期IHIに大6000台弱（＇tPrU):l.3ぶ）

メキシゴυ）きく伸びたことが分かる（第21立｜）。

フGM, 

韓国とメキシコの白動Eドおよび

自動車部品輸出額

投資を行なL', 82年よりクライスラー，

第 3図

完成車の他にエンジン・エンジン

綜IE］とメキシコの11動，，（生産にrliめる
輸出シ J ア

自動車産業は，

第 2図
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ォードおよびVWが輸出を開始したりこれにH産

自動車が1983年から，ディーゼル・ナシオナル

（以下， DINA）が84年から，ルノーが85年から加

わった。エンジン輸出は， 1982年に32万台であっ

たが，稼働の本格化に伴って増えて， 85年から

130万台を超えるようになった悦3）。完成車の輸

出増加は， 198:~年の政令が輸出向け完成事の闘産

化率を30ぶに，JIきドげたことに起因しているのこ

れにより完成車企業は，価格競争力のある部品だ

けを用いて，メキシコの相対的に抵い賃金の労働

力を使って乗用車を組み立て，アメリカに輸出す

ることができるようになった悦4）。

完成車の輸出市場は， 1983年まで西ドイツ向け

乗用車輸出が4分の3を占めていたの VWが主た

る輸出企業だったからである。残りは，日産自動

車とクライスラーの，中央・南アメリカl白lけトラ

ック輸出であった。アメリカ向けは，完成車全輸

出のlぶにも達していなかった。しかしながら，

GMとクライスラーのアメリカ向け乗用車輸出が，

1984年より始まると，そのシェアが，••＇－－挙に40~＼；：

に上昇し， 87年のフォードの乗用車n輸出の開始て、

86ぶとなった。 vwも1989年から西ドイツではな
く，アメリカ向けに乗用車の輸出を開始した》こ

のように完成車の輸出市場は，圧倒的にアメリカ

市場に偏っている。現在のところ，日産自動車だ

けが，中央・南アメリカ市場への輸出に力を入れ

ている。日産自動車もまた， 1990年代にはアメリ

カ市場向けに小型乗用車を生産する計商を発表し

ている。メキシコは，小型車のアメリカ市場向け

供給基地となりつつある。

現｛E，北米rirht'（易地域形成の話し｛'iいが.i1tめ

られているが，すでにフォードは， 1982年にメキ

シコ・フォードの管理を北米自動車部門に移管し，

アメリカ，カナダの生産体制に統合している(ii,5）。

4 

管理体制の上でもメキシコを完成車，部品，構成

部品の供給基地として組み込んでいるのであるの

メキシコの西北部にあるフォード・ヱルモシージ

ョ工場は， 19邸年の政令に応じて北米市場向け小

型車の供給基地として建設され， 87年から輪出が

始まった。 1989年には生産設橋の拡張が行なわ

れ，生産能力は年産n万台から17万5000台に増加
した。

自動車製品輸出の20ιトを占めるエンジン・エン

ジン部品以外の部品の輸出は，部品製造企業の製

品の輸出であるが，技術的に構単なものが多い。

自動車部品工業会の資料｛柱れによると， 1988年に

は以下のものが輸出されている。車体部品・アク

セサリー，安全ガラス，板ばね，塗料，ブレーキ

部品，タイヤ・チューブ，ワイヤー・ハーネス，

アクセル，パッテリー，車輪，手動式変速機，ね

じ，鏡，スパーク・プラグ，ハンドル，ベアリン

久パンパー，クラッチ，プラスチック部品等で

ある。手動式変速機等先進国ですでに醸腐化した

技術による製品は，いずれ需要の減少により輸出

は消えよう。簡単な技術に基づく製品の輸出は，

メキシコの賃金が先進諸同に比し低い限り，継続

しよう。プラスチック部品等少数の製品を除いて

は， 1962年以前から操業してきた少数の大企業に

よって生産されている悦7i 0 

完成車およびエンジン・エンジン部品の輸出増

加は，不況により生産が減少し，輸入部品が減少

したことと椙まって，長年，メキシコを苦しめて

きた自動車産業の貿易収支赤字を黒字に転換させ

た。メキシコの自動車産業の貿易収支赤字は1981

年にメキシコω貿坊収支赤字の半分を占めるほど

に大きかったが， 83年以降は外貨稼得産業となっ

ている（第1図）。

自動車産業の貿易黒字化lこ伴い1990年11月より
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各完成車企業の黒字の範囲内で，完成車の輸入が

認められるようになった。しかしながら，原則的

な輸入自由化の見通しはない。

メキシコの自動車産業は，製造業部門の発展を

促し，雇用増加に貢献している。自動車産業の

GDPシェアは，育成政策開始前0)1960年に0.4お

にすぎなかったが， 88年には1.5主＇，~を占めるよう

になった。土ω問に製造業部門の GDPシ工アは

19.2；，＇λから21.6ぷに増加して工業化が進展したこ

とを示してし唱。従業者は，目的年に 1万4000人

強でしかなかったが， 85年には10イ音以上の14万60

00人弱に増加した。雇用の増加は部品産業の発艇

によって多く生じている。部品産業の従業者は．

1960年に自動車産業全体の従業者の43~＇ょにすぎな

かったが， 85年には70与を占めるようになった。

メキシコの自動車産業は，このように矢面的に

は発展途上｜瓦｜がn動車産業の発展に期待するよう
なすべての目標を達成し育成政策が成功したかに

みえる。しかしながら，完成車の国産化率は，ドl

内市場向け60主＇～および，輸出向け 30ぷと低い。

国産化率が低いのは部品産業が充分に発展してい

ないためである。したがって，メキシコは自動車

部品産業の育成をめざしたにもかかわらず，国際

I市場で競争できるほど充分に部品産業が発展しな

かったという問題を抱えている。

2. 韓国の自動車産業

韓国の自動車生産は， 1980年代半ばより急速に

増加して89年には乗用車と商用車を合わせて113

万台弱となり，世界で11番目の地位にある。急速

な生産増加を可能にしたのは第2図にみられるよ

うに輸出の増加である。輸出は， 1986年から制年

までの3年間，生産の50：；；：以上を占めていた。輸

出シェアは， 1989年には国内需要の拡大と，アメ

リカ市場向け輸出が大きく減少したため30ぶ白に

産業政策と凶際競争力

低卜している。この大量の完成車輸出は，後で詳

しくみるように初めから輸出をめざした韓国の自

動車産業育成政策に起因している。

完成車の国内需要規模は， 1983年まて＇＇ 20万台未

満，また， 86年まで30万台未満と小さかったが，

87年より急速に拡大し始め， 87年42万台， 88年日

万台， 89年76万台となった。 1人当り GNPが

19お7年に約3000ヘιに， 89年に5000九と増加したこ

とが，自動車需要を大きく伸ばしたとみられる。

メキシコの 1人当り GDPは1989年に2010～であ

れ韓国の半分以下と少ないことが完成車の国内

需要を44万台と小さくしているとみられる。

韓［Ejには主要完成車製造企業が，現代自動車，

起亜自動車および大字自動車と 3社あり，その3

社で生産台数の93；ょ以上のシェアを占めている。

なかでも現代自動車が生産，園内市場，また，輸

出で圧倒的なシェアを持っている。 1989年の場合，

各々， 54.4ぷ‘ 51.6ぶ， 60.4~＇ユであった。現代自

動車が，政府の強力な小型乗用車量産計画に積柿

的に取り組み，韓｜五，n動車産業の発展を主導して
きた結果である。 3社とも乗用車の生産を行なっ

ているが，各社の園内市場シェア (1989年）は，

現代白動車61.4ぶ，起亜自動車21.3ぶ，大字自動

車17.3おと現代が60~＇，，以上を占めている。

アメリカ向け輸出が減少したとはいえ，主要輸

出市場は依然としてアメリカである。輸出の78~；；：

がアメリカ・カナダに向かい，続くアジア・大洋

州は11ぶと少なLB。輸出の増加により韓国でも

1984年から自動車産業の貿易収支が黒字に転じた。

この貿易黒字化とアメリカの市場自由化圧力で韓

国は，完成車の輸入を1988年4J Jから原則的に自

由化した。 1989年には，フォード，ベンツ， BM 

W，ボルボ等1538台が輸入された。日本車だけは

輸入が規制されてはいるが，日本車も1995年から
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輸入が自由化される予定となっている。

完成車の国産化率は，国内市場向け90~＇；.：台，お

よび輸出市場｜勾け70；；；：台（i主H）とメキシコよりだい

ぶ尚く，自動車部品産業がメキシコより発展して

し）ることを示している。しかしながら，韓国の自

動車部品の輸出はまだ少ない（第3図）。補修用の

111¥ili'，を輸出している程度で， OEM部品の輸出は
ほとんどない。

韓国の自動車産業もまた，工業化の促進と雇用

増加に貢献している。自動卓1近業の GDPシェア

は，育成政策1-itl始前の1973年に0.7~＇；，＿であったが，

88年には2.0ぶを占めるようになったc この間に

製造業部門の GDPシェアは25.l；，＇；；：から 32.5ぶに

明加している。従業者は1973年に 1万8000人強で

しかなかったが， 88年には14万8000人弱と約倍以

上となった。韓国ではメキシコより短い期間にほ

ぼ同じ規模の脹用を創出したごとになる。従業者

の噌加はメキシコと同じように部品産業でより多

く，そのシェアは1973年の50~＇.λ強から88年には60

ぶを占めるようになった。

（注1) 11斥l'I動車株式会付加「l’l動車産業ノ、ン Fプ

ゾク 1990＞↓ー版』紀伊国屋書店 1990年。

( i主2) Asociaci6n Mexicana de la Industria Au-

tomotoriz, A, C. (AMIA), La industria automotoriz 

terminal en lリパ.'I，メキシコ， 1990斗 1月。

（注3) AMIJ¥, I.a industria automotoriz de凡frx1cο

en czfras 198H.，メキシコ， 1988年.168ページ。

( 1土4) Booz-Allen & Hamilton e lnfotec, lndust-

n目。 deautopartes.，メキシコ， Secretariade Comercio 

y Fomento lndu日trial，メキシコ， 1987年， 15べージぃ

(i主5) I ii引’1動車株式会付制前掲書 17:lページυ

（注6) Industria N acional de Autopartes, A, C. 

(INA），“己INAQuien esつ’メキシコ， 1990年， 15ベー

ン。

（注7) Booz-/¥llen & Hamilton e Infotec. 1iii1tl内，

42ページの第13夫参照η

（法制 'P小企業金融公庫調査部 F韓国・台湾の機械

6 

部品産業の現状と競争力一一電子機器・自動車一一』

（財）機械振興協会経済研究所 1987年 83ペーシ。

II メキシコの自動車産業育成政策と，

その産業組織形成への影響

メキシコでは，第I図にみられるように自動車

産業育成のための政令をこれまでに 5つ公布して

いる。「乗用車およびトラック用エンジンと機械

部品の輸入を1964年9月1日より禁止する政令」

（以ド， I(i2年政令」），「自動車産業発展の基礎を築

くための政令」（以下，「72年政令」｝，「自動車産業

育成のための政令」（以~. '77年政令」），「自動車

産業合開化のための政令」（以下， I8：｛年政令」）お

よび l自動車産業の育成と近代化のための政令」

（以下，「89年政令」）である。初めの 4つの政令

は，自動車部品の輸入代替を目的としたものであ

る。 5つ口の政令は， 1989年12月に公布されたも

のであるが，それ以前の政令の内容を大きく変更

し，自動車部品産業に与えてきた保護を取り去

り，｜正｜際競争力のある音11品産業を育成しようとし

たもωである。真ん中（｝） 3つの政令は，輸入代持
政策の枠組の中で自動車製品の輸出を伸ばすため

に，完成車製造企業に輸出を義務づけ，その義務

を徐々 に，；主化したもωである。本節では，初めの

4つω政令がめざした自動車部品ω輸入代替育成

政策の内容について考察し，それが自動車部品産

業の！卒業組織形成にうえた影響について検討す

る。

1. 自動車部品輸入代替育成政策の枠組

1962年政令は， 2年の猶予期間を置いて64年9

月より胞行された。自動車部品の輸入代替を促す

ために，（1)エンジンと機械部品ω輸入を禁止した，

(2）それらを国内で生産するに必要な輸入部品は，



1992070009.TIF

輸入事前許可が必要となった，（3）完成車の国産化

率を直接生産費の少なくとも60ぶと定めた，（4J匡I

産義務部品を指定した。これらの4項目で部品製

造企業に製品の販売市場が確保されたc さらにメ

キシコ資本主体の自動車部品工業を発展させるた

めに，（5）完成車製造企業と部品製造企業とを分離

し，完成車製造企業のエンジン以外の部品の製造

を禁止した，（6）部品製造企業の出資比率をメキシ

コ資本60~＇；；：以上とした。

以上の6項目（注I）が，メキシコの自動車部品輸

入代替育成政策の基本的な枠組であるc メキシコ

資本60ぉ以上の部品製造企業が，保護により創出

された国内市場向けに国産義務部品を中心lこ自動

車部品を供給する枠組が形成されたc 後；こ，部品

の国産化率の導入 0972年政令入および，部品・

完成車の国産化率の引き上げ（72年， 77年および83

年政令）が行なわれたが，自動車部品輸入代替育

成政策の基本的な枠組は変化しなかったっ国産義

務部品は， 1972年政令によると，エンジン，変速

機，クラッチ盤，ディスク，シャフト，変速ギア

を含む駆動軸，ハブ，ブレーキ， ドラム，車輪等

であった。

新しい生産体制の下で1962年末から64年末まで

に乗用車および商用車を製造する企業が，外資を

含め10社認可された肘2）。外資企業に比べ経験不

足から競争力の弱いメキシコおよび合弁企業に市

場を確保するために各完成車製造企業に「生産割

当」が与えられた。

部品製造および完成車組立工程の生産性上昇を

促すことを目的として「価格規制」が導入されたっ

認可された完成車企業10社が製造する自動車は，

すべて，すでに，外国で製造・販売されていた外

車種であった。価格規制は，メキシコ製自動車の

価格が同一モテールの外国製の車よりあまり高くな

産業政策と国際競争JJ

らないように定められた。生産割当および価格規

制は， 1977年政令の公布時まで継続した。

2. 産業組織形成への影響

(1) 自動車部品産業の生産の集中および外資・

外国技術への依存

自動車部品の国産化が定められた1962年当時の

国産化率は， 18.6ぷ程度目3）であった。メキシコ

で製造されていた部品は，タイヤ，バッテ 1)-,

スパーク・プラグぐらいで、あった併 4）。 1962年政

令で部品の国産化が定められると完成車企業lム

エンジン工場の建設と輸入が禁止された部品（後

の国産義務部品等）を製造する企業の創設に奔走

せざるを得なかった。完成車企業とメキシコ政府

が仲介して，多国籍部品製造企業とメキシコ資本

家とにより部品製造合弁企業が創設された。完成

車企業はまた，それまで補修部品を製造していた

企業に技術指導および助成を与え， OEM部品を

製造できるようにした。弱者は大規模企業であり，

後者は中小規模企業であったっ

；ィ： 生産の少数企業への集中

工業センサスデータ（第1表）によると， 1960

年に完成車組立および部品製造事業所は合わせて

258存在した。 1985年にはこれが1216に増加して

1.，る3 この間に約1000の事業所が増加したことに

なる。零細規模（従業者15人以下）事業所の増加

が多く，それに比べ，中小規模 (16人以上250人ま

で）事業所の増加が少ないのが特徴である。

規模別事業所数に関するデータの得られる1965

年から80年についてみると，この間に538事業所

が増加しているが，零細規模は418と77，；＿λ以上を

占めている。中小規模は71事業所 (13~＇.~） ／｝）増加

と少なし 1970年代にはわずか4事業所増えたに

すぎない。大規模事業所（251人以上）は， 1960年

代後半に14,70年代前半に30，および：・， 70年代後

7 
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半に 5と合計49増加している。これらの事業所数 事業所規摸別変化とみることができょう。

の変化は完成車製造業の総事業所数および規模別 このように自動車部品産業iこ零細規模事業所が

分布が大きく変化していないので，部品製造業の 多く参入したが，中小規模事業所の参入が少なか

車体・トレーラー製造
15人まで
16～250人
251人以上

1960 

88 

1965 

ffi 1;褒 メキシコの自動車産業規模別事業所数推移 0960～88年）

1988 

（単位：事業所）

11-:ttlj 
エンジン・エンジン部品製造
15人まで
16～250人
251人以上

4' 

43 26 
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造製日間
行
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円ンヨ、ンリノ、一、で川口

ス
ま
記
lu

ン
人
～

U

－
7
5
6
5
 

よ
J

’i
’i
q
J

’ド
4

サスペンション部品製造
15人まで
16～350人
351人以上

5") 

1980 1985 

256 

266 

48 

46 ブレーキ部品製造
15人まで
16～100人
101～750人

電気部品製造
15人まで
16～250人
251人以上

その他
15人まで
16～250人
251人以上

150 230 1 361 
90 I 169 
127 I 171 
13 21 
一一←一一一

:302 519 
130 271 
156 223 
16 25 

17 22 
44' 7 
65: 3 
7 12 

319 541 
130 271 
166 233 
23 37 

45 
19 
16 
10 

33 

20 
6 

227 
139 
73 
15 

257 

238 9163) 部品産業1五十
15人まで
16～250人
251人以上

完成事製造
6～175人
176～500人
501人以上

自動車産業合計
15人まで
16～250人
251人以上

20 

258 

617 
326 
236 
;);) 

21 
6 
3 

638 
332 
239 
67 

21 

857 l, 216 
5487' 
2378' 
72 

1,044わh

（出所） Instituto N acional de Estadistic呂 Geografiae Informatica (INEGI), Censo industrial，メキシコ．

各年版。

(i主） 1) 101人以上G 2)16人以上。 3）無給従業者事業所を含むため自動車産業合計より大きいむ 4) 6～ 

100人。 5)100～500入。 6）都市部だけをカノ、ーしているためfえめに出ているコ 7)25人までc

8)26～250人までc

8 
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ったため生産相で、は大規模事業所への集中が高ま

った（第4-a図）。 1970年に中小規模事業所は，

生産（））55与を占めていたが， 75年には27ぉ弱とシ

ェアが大きく減少した。代わりに大規模事業所が，

1970年の43~＇λから71ぶへとシェアを拡大した。す

なわち， 1975年には55の大規模事業所が生産の71

与のシェアを占めていた。

生産ω集中は司 1980年代においても変化してい

ないようである。 M・ベネット（Bennett)Ii十日によ

れば， 1981年に生産活動を行なっていた約400社

の部品企業のうち，彼が調貸した27社に売上高ω

65；.＇λが集中していた。また， 1986年の日本貿易振

興会(JETRO）メキシコ事務所の調査によればUEIi l, 

540祉の部品企業のうち， 自動車部品工業会（In・

第4図 韓，，~とメキシコ ω 自動小，：ffll品産業に

おける中小企業の役割

業

業
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（出所） 韓国経凶企画院調査統計／，.； ' ~＇廿 ",1!λ ｜

了二はZ什』 l産業センサス報合，lr] ソウル
各年版／INEGI, Censo industrial, メキシ

コ，各年版。

産業政策と国際競争力

dustria Nacional de Autopartes, A.C.: INA）に加盟

している 120社に売上高の80~＼＂.が集中していた。

さらに， 1987'rドのブース・アレン・ハミルトン干士

(Booz-Allen & Hamilton e Infotec）等の調査（注7)

によれば，部品企業300社のうち，売上高1000万

人私以上の40社に売上高の3分の2が集中していた。

これらの数値は，先にみた1975年センサスデータ

の値と大差がない。

生産の集中は，品目別に部品生産をみると供給

独，•，，あるいは，供給寡占を創りだした。ベネッ

トによれば， 1981年に主要部品30品目のうち， 13

品目（エンジン部品，スパーク・プラグ，ラジエタ

ー，燃料ポンプ等）で， 1社がメキシコ市場の70

ぶ以上のシェアを占めていた。 50；.＇，；：以上のシェア

をl社が占める品目は， 24品目あった（注8）。また，

先O)JETROメキシコ事務所の調査（注9）によれば，

1986年に主要部品58品目グループのうち，市場を

l社が完全に独占する品目は4品目（ライト・ラ

ンプ・警笛，カルダン・シャフト，変速機，音絶縁・

遮蔽版）, 80おのシェアを 1社が占める品目は2

品目（点火栓・碍子・コンデンサー，ブレーキ）， 70 

t；：のシェアを1社が占める品目は4品目（鋳造品，

パルプ，変速レパー，ピックアップ）あった。 50ぶ

のシェアをl社が占める品目は，これまで数えた

ものを含め26品目グループあった。

自動車部品の生産が大規模企業に集中した原国

は，保護による輸入代替育成政策にあった。まず

第lに，保護によって創出された市場が，効率的

lこ自動車部品生産を行なうには狭小であった。自

動車部品の牛J室が本格化した1965年の自動車生産

台数は10万台に達していなかった。その後園内市

場が拡大して第 1 図にみられるように1979~から

82年にかけて石油ブームにより一時的に40万台を

超えたこともあったが，大体は40万台以下であっ

9 
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た。規模の経済を活かして部品生産を行なうには

特定の完成車製造企業に納入するだけでは不l分

で，複数企業と取引せざるを得ない状態にあった。

メキシコでは1970年から輸出が義務づけられたが，

70年代の輸出は小さく生産規模拡大lこは効果を挙

げ得なかった。 1982年からエンジン輸出が，また

84年から完成車の輸出が急速に拡大したが，輪出

向けエンジンおよび、完成車の国産化率は低心部

品の生産規模を拡大するものではなかった。

自動車部品の生産が大企業に集中した第2の原

同は，先にみたように白動車部品を製浩できる技

術を持った中小企業が育たなかったことにある。

メキシコは，部品企業を手厚く保護してきた。出fl

品の輸入禁止，あるいは，輸入事前許可制の実施，

完成車企業の部品内製制限，回応義務部品および

義務国産化率の指定等によって保護してきた。完

成車企業は，輸人できず，内製できず，部品企業

の製品を購入せざるを得なかった。品質が悪し

価格が向く，納n月に問題があっても，メキシコ製
の部品を調達せざるを得なかった。市場は，部品

製造企業の売り手市場であった。部品は常lこ品薄

で，製造すれば売れた。このため部占／1企業は，品

質の改善および生産費引き下げ努力を必要としな

1)、つ？こむ

保護が，非効率的な部品製造活動の存続を可能

としたため，本ヰ〈《なら規模の経済を活かし，守i産

費を節約するために部品で購入，あるいは，下詰

けに出す工程を｜’l社内で行なう 4とをI可能としたc

結果的に，部品企業の技術水準二は遅れ，中小企業

は育たなかった川10）。特に精密な加工に耐え得る

素材を製造する中小企業，および，精密な機械加

工のできる中小企業が育たなかった。

保護あるいは競争の欠如が部品の内製化を促し，

競争が外注化を進めることは今日，アメリカの自

IO 

動車企業が臼本車に対する競争力を高めるために

部品の内製化縮小の方針をHiしていることからも

裏づけられる。たとえば， GMは，部品の外部調

達率を：10ぶから40おに尚めることをIJJJらかにして

いるc また，品質・価格で競争力のある部品企業

を1次供給者として選び， l直接取り引きする企業

数を減らし，取引期間をこれまでの1年単位から

3～4年以上に伸ばすよ二とを検討している(ij11¥ 

良く知られているように，強い国際競争力を持

つ日本の自動車産業では完成車製造企業と多数の

小規模な下請け企業とが長期取引より生まれた信

頼関係に基づいて相互依存的および補完的な生産

活動をわ：なし、垂直的で重層的な分業構造を形成

しているc 下請付企業は，生産性と要素集約度に

比、じて階層的な分業を行なっている。このため，

完成車企業の外註比率が高い。垂直的で重層的な

分業体制の中で完成車企業は， 1次ド請け企業に

対し技術援助および生産管理指導を行なっている。

さらぷl次下請付は2次下請けに対し， 2次下請

けは：n欠下請けに対し技術援助を供与し，生産管
理指導を行なっている。このようにして常に完成

車企業が達成した技術進歩を，末端の下請け中小

企業lこまで浸透させているだけでなく，下請け企

業もまた技術開発を行なっている。中小部品企業

の発展が，日本の自動車産業の高い生産性と強い

国際競争力を形成している。

日本と韓国の自動車産業が，メキシコと同じよ

うに当初，保護の下で育成されながら中小規模の

部品企業が発展し，メキシコで発展しなかったの

は，「保護の期間」についての認識が日本および

韓国とメキシコとの問で異なっていたためであろ

うc すなわち，日本および韓国では，近い将来，

「保護が取り外される l とL寸前提に立って俗企

業は生産性上昇努力をしてきた。そのために新技
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術を導入し，中小部品企業を育て，生産費を節減

する必要があった。日本は1965年より自動車の輸

入を自由化しており，韓国もまた， 88年よりアメ

リカ・ヨーロッパ車に対し輸入を自由化し， 95年

より日本車の輸入自由化を予定している。一方，

産業政策と国際競争力

メキシコでは自動車部品の国産化を開始して四半

世紀経った今日でも自動車の無差別輸入白由化の

見通しがない。

メキシコの完成車企業と部品企業との分業構造

は，第5-a図にみられるようなものである。日

第5悶 メキシごI，韓住｜の自動車産業における企業間分業

a メキシコ 完成車企1ぞ

日
＼ 
＼ 

l J -J 、，，〆

1 lk下請

／／その他の部品企業

b 韓国

2次下請

（出所） メキシコ； ILOとSEPAFINr／）共同調査。韓国；洪性元・金1F洪・司空穆『韓園，美園・

日本・旦斗三自動車部品工業分業種系羽比較分析←一都給去来賓議吾 中心」己主一一」［韓国・ア
メリカ・ LI本・ブラジル臼動，t,:部品工業分業体系の比較分析ード請取’JIき実態を中心に一］
ソウル 産業研究院 1987年 32ページ。

(it) メキシゴにつし、ては， (1)完成車企業の I＇.，清けとなっている企業と，主要な部品専業合業の F,1青
けとなっている企業の双方が含まれている。：2）主要な部品専業企業の下講け企業（完成車金業か
らみれば2l欠T，：，＇，け企業）と（ I）であげたその他ω部品企業の下請け企業（同じ2次下請け企業ま
たは3次下請け企業）との双方が含まれている。

II 
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太子グループt寄付，に登場する部品製造企業（20社， 1988年）『エクスノーンシオン E ゅよ大子個別企業番付，第2表
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本のような完成車企業を頂点とするピラミッド型

の垂直的な分業構造は存在していない。いずれの

規模の企業も，複数企業と取引関係を持っている。

また，完成車企業も，部品専業企業も内製化率が

高く，少量多種生産品目でさえ内製している場合

が多し）。図にみられるように日本の2次および3

次下請けに相当する企業は少なt¥o 

（ロ） 主要部品製造企業の外国資本および外困技

術への依存

向動車部品製造企業への出資規制があるため，

部品企業の外資化は生じなかった。しかしながら，

第2表にみられるように主要部品企業は，外国資

本との合弁企業が多い。第2表は，「売上高大手

｛同月IJ企業番付および大手グループ番付」 (1988年）

の中に含まれてし、る部品製造企業およびグループ

を拾ったものである。部品製造企業が19社，およ

び，部品製造ク事ループが1社含まれている。ぞれ

らの主要部品製造企業は，資本および技術面で外

国企業に依存している。 20社のうち， 1社は外資

100；，λ，11社はメキシコ資本60ぶ以上の合弁企業，

8 ti：がメキシコ資本100むと，外国資本を含む企

業が6割を占めている（沌12）。外資 100ぶ企業l社

は， 1986年まで乗用車の製造を行なっていた企業

で，現在はエンジンの加工および組立生産に従事

し，製品のすべてを輸出している。保税加工であ

るため外資100ぷでの操業がd、められている。売

上高における主要部品企業は，主要部品輸出企業

でもある（汁J:l)（第2表）。その主要部品輸出企業12

社を対象とした利用技術源に関する調査では，圧

倒的に外国技術が多く，国内技術はごく一部であ

る（第3表）。

(2）完成車企業の外資化

メキシコ政府は， J当初， 4～5社の認可， しか

も，外資100~＇λ企業を排除L，メキシコ資本100~＇ぷ

産業政策と［Iii際競争力

第3表 メキシコ主要部品輸出企業12社の

技術の源泉 (1989年）

l 源泉

｜十回｜医！内

技術援助 ! 8 I -

エンジニアリング・サーヒス

資本参加による技術導入

無償技術協力

特許および商標

官
d
q
J
9
u

') 

（出所｝ 1989年9月から12月にかけてメキシコの
主要部品輸出企業12社を対象に「輸出促進政
策の効果」につL＇てω筆者の協同調資結果の
叶fl(Mercado, A. ; T. Taniura，“Mexicos 
Exports of Manufactures and Economic 

Policy，＇’ミメオグラフ， ElColegio de 孔－1exi-
co,1990年， 51ページの第24表参照）。

企業と，メキシコ資本過半数の合弁企業の認可を

想定していた悦14）。しかしながら，多国籍企業の

熱意と．アメリカ政府および日本政府の圧力によ

って外資企業を含む1()社が認可された（第4表）。

資本の出資比率別内訳は，メキシコ資本企業6社

（ベイクロス・アウトモトーレス・メヒカーノス［以

下， YAM),DINA，レプレセンタシオネス・デルタ

〔RepresentacionesDelta l，プランタ・レオ・デ・

メヒコ〔PlantaReo de MexicoJ，インプルソラ・

メヒカーナ・アウトモトリス〔ImpulsoraM己xicana

Automotoriz〕，プロメクサ〔Promexa）），メキシゴ

資本過干数企業1社（ファブリカス・アウト・メク

ス（以下， FAM〕），外資企業3社（フォード， GM,

日産自動車jであった。 1990年現在では外資企業

5社（フォード， GM，クライスラー， vw，日産自

動車｝だけが生き残民生産活動を継続している

にすぎない。メキシコ資本企業および合弁企業法

淘汰，あるいは，買収されて消えてしまっている。

その原岡はメキシコ企業が，技術力・資金力で外

資企業と競争できなかったことの他， 1970年以降

13 
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第 4表 メキシコの乗用車生産企業の資本構成の変化（1962～90年）

資本構成の変化

企tg資90本業年構現成名在） 
i人ι 
（設立業年）

名
生産車種 資本構2年成

196 1962 ～ 69 年影 197政0～ 77年影 1978 ～ 83 年影 s／年98政4～令9の0年影響62年政令の縛 72年令の響 77年政令の響

Ford Motor Compa- Ford 
外国100資%本 なし なし なし なし Ford Motor Compa-

ny ny 
(1925年） （外国資本100%)

General Motors de General 外国100資%本 なし なし なし なし General Motors de 
Mexico Motors Mexico 
(19351芋） （外国資本100%)

l包bricas_Auto-Mex Chrysler 
外3国3%資本 外国資本45%(1968年） 外名国を資Ch本rJ~？!r-6de企業 なし なし Ch（外ys悶ler de Mexico 

(FAM) 資本100%)
( 19:{8年） Mexicoとする

09nW> 

Vf'hiclo，ヲ Automoto Ame1ican メキ1シ00コ%資本外［£］資本10%府(19本6io年%） n.a !La Renault lndustria沿
1凹 Mexicanos 恥foto1日 メキシコ政資 Mexicanasにl吸収さ
(Wiliw (VAM) れる＊(198-1年）
(1 年）

Diesel N出：1υnal Renault 
メキ1シO政（コ｝府%資）本

なし なし Renault Industrias 外年（19同九86喧乗；川ド／市似bj~t,~停98it I (DINA! (195llj-) Mexicanasをぷ山，
外［－JiJ資本，109，り（1リ781j-)

1t{jres伝nt.a仁1011（、日 Mercedes- メ干1シ00二t_i,資本 機業十字1U1964牛）
ta Benz，υKW 
(1955{f) 

Planta Reu de Tりyυpet メキ1シ00コ%資本 操業停止(196:l,r)
Mexico (1955斗）

lmpulsora Mcxicana Borgward メキシ。：＿；）h資本 企業名をドahrica
Automotoriz 10 Nac1onal de 
(1!胤I守） Automυvilesとする

機(19業6:l停年J】(1969{f)
ドromcxa Volkswagen 

メ＼シoJt,,資本 名M 外凶資本100%，企業
なし なし なし Volkswagen de 

(1961年） を Volkswagende 九1exico
extじりとする （外凶資本100%)
(1964 If) 

Nissan Mexicana Datsun 
外凶100資%本

なし なし タし なし Nissan Mexicana 
( 1961 If.) （外悶資本100%)

OH所） Bennett, D.C.; K.E. Sharpe, Transnationalι、orporatio郎、 versusthe State，プリンストン， Princeton University Press, 1985年等の資料
に基づき作成。

(i主） ＊税会社アメリカン・モーターズがルノーに貿取られたため。



1992070017.TIF

導入され，次第に強化されていった輸出義務を市

場開拓能力の不足から達成するのが困難だったか

らである。したがって，メキシコ政府が外資100

2λ企業を認可したこと，および，輸出を義務つ！？

たことが完成車企業外資化の原因といえる。以下

でメキシコ企業が外資により淘汰された原因と過

程についてみる。時期区分は，自動車産業育成の

ための政令が完成車企業の外資化に大きな影響を

与えているのでひとつの政令の公布時から次の政

令の公布時までとする。

げ） 1962年政令の影響 0962～69年）

メキシコ企業は，経営不振から操業開始後， 1 

～2年のうちに3社が消えた。プランタ・レオ・

デ・メヒコ（トヨペット生産）は，平くも1963年に，

レプレセンタシオネス・デルタ（DKW生産）は，

64年に消えた。インプルソラ・メヒカーナ・アウ

トモトリス（iUS)（ボルグワード生産）は， 1963年1

月に認可されたが資金難から67年8月まで生産が

始まらなかった。これもまた2年も経たない1969

年に撤退した（出16）。

メキシコ企業の外資化が進んだ。メキシコ企業

として認可されたブ！ロメクサは， 1964年1月；こ外

資企業vwに所有権を売却して消えた。また，メ
キシコ民間企業として認可された VAMl主，資金

難から1963年に株式の40おをアメリカ資本（アメ

リカン・モーターズ〔AmericanMotors、とカイサ

ー・インダストリーズ［KaiserIndustries〕） Iこ， 60

ぶをメキシコ政府に売却しアメリカ資本とメキシ

コ政府資本との合弁企業となったっさらに．クラ

イスラーとの合弁企業（メキシコ資本67刈として

認可された FAMは， 1968年に資金難から株式の

12：λをクライスラーに売却し，メキシコ資本55ぶ

およびアメリカ資本45ぷの合弁企業となったc

外資企業は， 3社から 4社（フォ－ F, G :¥1, 

産業政策と凶際競争力

vw，日産自動車）に．また，メキシコ資本過半

数の合弁企業は1社から 2社iこ増加した。メキシ

コ資本100ぶ企業は， 6社から 1社iこ減少したミ

企業数は， 10社から 7社に減少した。 1969年のメ

キシコの完成車製造業の産業組織は， 62年lこ比べ

集中が進み，外資化が進展した。

；ロ） 輸出義務づけ政策の導入による外資化の進

展 (1970～77年）

国産化率的ぶの義務づけは，自動車1台の生産

lこ必要な輸入金額を低下させた。 1965年から67年

まで輸入の絶対額が減少したが，生産台数の増加

につれて輸入も増え始め， 68年lこは以前の輸入額

を上回るようになった汀主17＼貿易収支を改善する

ために，外貨の掠得と節約をめざす規制が1972年

政令（72年10月公布）で定められた。 1972年政令

において62年政令公布後，必要に応じて追加して

きた種々の規制と62年政令とが一本化された。

外貨稼得のためにまず，（1）完成車製造企業に輸

入の一定割合を輸出で相殺する義務が課せられたc

輸出・輸入比率は， 1973年30ぷ，その後，年々10

Uずつ上昇して76年iこ60ぶとし， 79年までに100

おとすることが明記された。これは1969年協定

(69年10月lこ足立立）からの延長で協定では70年5ぶ‘

71年15ぶ， 72年25~＇－~と定められていたっまた，部

品製造企業製品の輸出を促すために， 1.2）完成車製

造企業の輸出の少なくとも40与は，メキシコ資本

過半数の部品製造企業の製品であることが義務つ

けられたこさらに，輸出奨励策が加わった。（3）完

成車製造企業の貿易収支が黒字の場合，その黒字

を原材料・部品の輸入に使い，生産を増加でき

（生産割当の増加）， また，（4）完成主主製造企業は，

生産の60~＇ユ以上を輸出する場合，新型エンジンを

追加生産できることになった。

外貨節約のために＇ (5）部品製造企業に国産化率

Zう
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60~＇.λ以上達成の義務つeけが行なわれた。また，完

成車企業のi副主化率を一層，高めるための奨励斑

として，（6）義務国産化率60ぶをt回った場合には

L＼，：ごとに割増生産割当が与えられることになっ

た。

輸出義務っーけ政策は，多国籍企業に比べ輸出市

場開拓能力の劣るメキシコ企業および合弁企業に

とっては大きな負担となった。 1972年政令に先た

ってIJJじ趣日の69年協定が出ると， FAMは残る

すべての株式（55ふ）を71年にクライスラーに売却

した。出資比率45~，，：ではクライスラーが輸出の受

入れに応じないと判断したからである。これでメ

キシコ民間資本は，乗用車製造業から姿を消した。

公営企業の VAM（メキシコ資本60ぶ） と DINA

（メキシコ資本100~＇，－；.）だけが業績はあまり良くなか

ったが残った巾i則。外資100ぷ企業は4社から 5

社に増え，メキシコ資本過半数合弁企業は2社か

ら1祉に減り，メキシコ資本100与企業1社が生

き延びた。輸出義務づけ政葉は，完成車製造企業

の一層の外資化を進めた。

（！＼）輸出義務の強化による外資化の進展（1977

～83年）

197311＂に発生した第 1次石油危機の影響で世界

的に経済不況が広がり，自動車需要が大きく縮小

したため，輸出義務っーけによる自動車産業の貿易

赤字削減計画は失敗した。 1969年協定および72年

政令で義務づけられた輸出目標が達成されたのは，

70年から73年までであった。メキシコの乗用車輸

出は， I974{f；の1Ji9117台から75ir-には2983白に

大きく減少した川IY）。

メキシコ経済は，対外債務が累積し，］じ金およ

び利子支払が困難な状況に直面した。 1975年の秋

から輸出義務づけ政策の見直しが始まり， 76年

3月に「義務国産化率引き上げー案が作成され

16 

た（注20）が，この案は完成車製造企業の反対，およ

び， 76年12月に発足する次期政権の人々の反対，

また，政権末の混乱もあって成立しなかった。代

わりに1977年6月に輸出義務の強化を内容とした

新しい77年政令が公布されたc

1977年政令は，多国籍企業の世界的な生産計画

の中にメキシコをひとつの「生産基地」として組

み込ませ，メキシコの自動車製品輸出を附加させ

ることを目的としていたの第1次石油危機後、明

界の自動車産業は再編期にあった（凶l)。先進国市

場における競争の激化，発展途上国多国籍企業子

会社の自動車生産の非効率，石油個格上昇のため

撚費効率改善の必要性，発展途上国政府の自動車

産業育成政策等が， ftそ界的な自動車産業ω再編を

促し，新規投資を必要としていた。多国籍自動車

企業にとっては．新規投資の一部をメキシコに投

資するかとうかの問題にすぎなかった。

1977年政令において輸出現進のために，（1）「外

貨予算制度」が導入され，完成車製造企業は，生

産活動iこ必要なすべての外貨を製品および技術等

の輸出で相殺することが義務づけられた。外貨子

算は，「当初認11J割当」と「純輸出実績」から成

り，政府が，年初jに完成車製造企業に与えた。当

初認可割当は，九企業の過去の外貨収支，メキシ

コ資本参加率，自動車の国産化率を考産して定め

られ，年々，減少してゆき， 1982年Lこゼロとなる

ことで輸出による輸入の完全相殺を達成するよう

になっていたの棺殺すべき輸入の範囲が1972年政

令に比べ，広がった。 1972年政令で相殺すべき輸

入は，「生産淘lj"i J を生産するに必要な原材料お

よび部品だけであった。 1977年政令ではそれらに

加えてディーラー用補修部品，新車，組立工具，

国産部品の含む輸入分，特許・商標の使用料，技

術使用料まで含むようになった。
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輸出義務は，完成車製造企業に課せられたもの

であるが，（2）完成車企業に対する部品製造企業製

品の輸出義務が従来の40ぶから50~＇；；：に引きとげら

れた。完成車製造企業は，これまで以上iこ部品製

造企業の育成に力を貸し，輸出できる製品の開発

に協力を必要とした。

外貨節約のために，（3）義務国産化率が，実質的

に引き上げられた。「工場当り直接生産費の60~＼； 占

から「モデル当り総部品価額の50主＇；；」に変わり，

労賃等付加価値を含まなくなった。また，（41完成

事製造企業の「国産化率J，および，「部品製造企

業製品の輸出実績」に算入できる部品は，従来の

直接生産費の60ぉ以上から80ぶ以上のものに引き

上げられた。

(5）生産割当および価格規制が廃止され， 1972年

政令で導入された車種およびモデル数の制限が撤

廃された。それまで，メキシコ企業に生産活動の

場を確保するために生産割当が使われてきたが，

それに代わりトラック， トレーラーおよびパス用

ディーゼルエンジンの製造およびそれらの車体へ

の組み付けをメキシコ資本過半数企業だけが行な

えることになった。

1977年政令は，さらにまた外資化を進展させたc

DINAは，唯一残ったメキシコ資本100ぷ企業で

あったが，強化された輸出義務を達成するために

株式の一部を外資に売却したっ DINAの自動車製

造事業をトラック部門と，乗用車部門の2つに分

割し，乗用車部門を受け持つ企業としてメキシコ

．ルノーを1978年に設立して株式の40ぶをフラン

ス・ルノーに売却し合弁企業となった0 1977年政

令は，「外貨予算」を各企業に供与するにあたり，

出資比率を加味し，メキシコ企業に便宜を凶った。

しかしながら，たとえ外貨予算の供与にあたり便

宜を与えられでも，長期的にみてそれだけでは輸

."f業政策とl司際競争／J

出義務の達成が困難と DINA （メキシコ企業）は

判断したからである。完成車製造企業は外資企業

5社とメキシコ資本過半数の合弁企業2社となっ

た4

（ニ貿易収支黒字義務の強化による外資化の進

浸 (1983～89年）

多国籍企業は， 1977年政令に応えて輸出増加の

ための新規投資計画を次々と発表した。当時，大

量の石油埋蔵が確認されてメキシコ市場に将来性

が期待できたこと，また‘メキシコの低賃金労働

lこ惹かれたからである。 GM，ま， 1977年末から78

年初めにかけてメキシコに 5つの大規模工場を建

設する計画を発表した。米墨田境地域のシウダ・

ファレス（CiudadJuarez）にある保税加工区内に自

動車用ワイヤー・ハーネス工士暴と 2つのエンジン

部品製造工場を，また，アメリカとの国境に近い

ラモス・アリスペ（RamosArizpe）に完成車組立工

場とエンジン製造工場を建設する計画であったc

フォードとvwは国内市場および輸出向けに生産
能力を拡大する計画を，クライスラーはエンジン

工場を建設する計画を， VAMは手動式変速機の

アメリカ向け輸出を増加する計画を，日産自動車

はエンジン部品の日本向け輸出を増加する計画を

発表した。

さらにフォードは，稀少な投資資金を節約する

ために部品製造企業からの輸出を最大限lこ利用す

ることを決め，部品生産のための合弁企業を3つ

設立した。ひとつは，アルファー・グループ（Gru-

po Industrial Alfa S.A.）との合弁でアルミニウム製

エンジンヘッドの製造（.'.¥JE:V1AK）であり，ひとつ

は，ビドリオ・プラノ・デ・メヒコ（VidrioPlano 

de Mexico）との合弁で自動車ガラスの製造，他の

ひとつは，パローレス・インドゥストリアーレス

( Val ores Industrial es S司A.:VISA）との合弁でプラ

I7 
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スチック部品の製造であった。いずれの事業の場

合もフォードは過半数以下しか出資していないが，

輸出市場の提供により経営に関与したの

多tr］籍企業は， 1977年政令に応えて輸出向け生

産のために大別模投資を行なったが，輸出は期待

したようには伸びなかった。自動車産業の昨年~赤

字は， 1977年から80年の間に3倍iこ増え，メキシ

コの貿易収支赤字の3分の 1を， 81年には半分を

占めるようになった。投資をしてから生産が始ま

るまでにタイムラグがあり，また， Zお2i欠｛j油危

機の発牛Aで自動車街要が落ちこみメキシコからω

輸出が減少し，さらに，国内需要が行油ブームで

急速に拡大して自動車生産に必要な原材料および

部品の輸入が急増した。 1977年の国内市場向け完

成車の販売台数（出22）はー 27万台弱であったが， 79

年42万台， 81年58万台強とわずか4年で2倍以上

に増加したれ

1982年に外rt危機が生じ，ぺソの切 fげでドル

建て債務は，大きくふくれあがったの 1977年政令

に応えて輸出拡大のために大規模投資をした企業，

たとえばGMは，莫大な債務と，過剰な生産設備

を抱え込んでしまった。自動車の国内需要は，一

担は倍増したが， 1982年には46万台弱， 83年に26

万台強へと再び77年水準に戻ってしまった。

政府は，深刻な外貨不足と，急激な向動車百裂

の減少に対処するために， 1983年9月に83年政令

を公布したいメキシコの貿易収支赤字の平分を市

める自動車産業を外貨稼得産業に転換する二と，

および，自動車産業の生産性を高めて国際競争力

をつけることを目的としていた。そのためにこれ

までの政策を変更し， (1)乗用車の生産車種およひ

モデル数を制限し，（2）義務国産化率を’jlき上げた。

乗用車の義務同産化率は， 1984年および同年は総

部品価額0)50ぷ， 86年55；；＇心 87年以降60ζLと定め
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られた。一方で輪出促進のために，（3）企業の外貨

収支が黒字で，生産の半分以上を輸出する場合に

はモデルを迫力IIでき，また，（4）輸出向け乗用車の

国産化率はその生産にr1iめる輸出比率に対応して

低く定められた。生産の80ぶを輸出する場合には

国産化率は30ぶ， 56~＇λ を輸出する場合には48ぶと

しf二川2:J）。

1983年政令は，業績不振で、ありながらメキシコ

政府資本が入っていたためにかろうじて生き延び

ていた2つの合弁企業を消滅させた。まずVAM

は， 1983年》「ばにメキシコ・ルノーに吸収されて

消えた（付金1)。VAMは， 1970年代から81年まで輸

出実績がまったくなし 82年にかろうじてトラッ

ク4台を輸出したにすぎなかった。次いで1984年

にメキシコ・ルノーは， 83年政令で定められた輸

出義務を達成できる見通しがなかったためメキシ

コ政府出資分のすべてをフランス・ルノーに売却

した。メキシコ・ルノーは，乗用車を中央アメリ

カに輸出していたが，長大の1980年で156台と少

なく， 83年には30台であった。外資100ぶ企業と

なったもののメキシコ・ルノーの輸出は振わなか

った。完成車の輸出実績は， 1985年にジープのア

メリカ向け輸出871台であった。完成車の生産を

1986年lこ停止し，プランスからエンジンの半製品

を輸入して加工し，組み立てるエンジン生産に特

化した。このようにして VAMとメキシコ・ルノ

ーが完成車製造訴動から消えた。乗用車製造企業

は．外資l()（）主、ふ企業5t1：だ、けとなった。

( l主l) 6項目のうち（4）～的，i.1962年政令に明記さ

れていないが当初より実行されていた（Bennett,D. C.; K. 

E. Sharpe, Transnational Corporations ve円usthe State, 

プリンストシ， PrincetonUniversity Press, 1985年，

129ペーシト 1972iJJ&令では6項Hすべてがll!JJG c<れて

いる。

(i_l:2 ) 後.Jt¥U);:j14表を参照。
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(i主3) 恒川恵市『従属の政治経済学 メキシコ』東

ボ大学出版会 1988年 89ページ。

(i主4) Bennett; Sharpe，前掲書， 54ベーシ＝

（注5) Bennett, Mark, Public, Polil'l' and Industrial 

Develoρment: The Case of the Jl.1exican Auto Pai合

Industry,，ボールダー， WestviewPress, 1986年， 3ペ

－：，，＇。

（淀6l l l本貿易振興会機械技術部 fメキシコのn動
車産業の発展と現状」 1987年 186ページ？

（注7) Boaz-Allen & Hamilton e Infotec.前掲害警

38ページ。

（注8) Bennett，前掲書.31～33ページc

（注9) f l本貿易振興会機械技術部前掲書 228～

242ページ。

（注10) 中岡祈自／5「メキシコ自動車産業の形成と技

術」（同編『技術形成の国際比較 工業化の社会的能

力 』筑摩書房 1990年） 75ペーシc

（注11) 松井幹雄『什動車部品」 ll本経済新潤社

1988年 52ページ。

(iJ:12) 198:｛年現在のFl動車部品工業会加盟企業62社

中，外国資本が入っていることが明らかな企業は43社あ

った（星野妙子「メキシコの民族系企業グループの発展

要因」げアジア経済」第31巻第1号 1990年1月 85ペ

ージの第6表参照）。

（注13) 輸出規模の大きい企業， 上位40社（310社中）

で輸出総額4億5000万＼の76ぶを占めている（Boaz‘All-

en & Hamilton e Infotec，前掲書， 39ページの第11表参

照）。

（注14) Bennett; Sharpe，前掲書， 94ページc

（注15) SOMEX （政府開発銀行）が， 1963年iこ貿取

り，企業名を FabricaN acional dεAutomoviles S.A 

(FANASA）に変更した。

（注16) ボルグワード 1台の生産費は， lOJi＂，であっ

た。しかしながら，価格規制があったため，ディーラー

には4万4000～で卸された。消費者には 5}j5000～で販

売された（Bennett; Sharpe，前掲書司 124ベーシに

（注17) 同｝脅 152べーシc

(1主18) 同L書 177ペーシの脚注参照。

(i主19) Nacional Financiεra. La econmnia A1αl・ 

ι・ana en cifra品メキシコ， 1981年， 174～175べーシ。

<i.t20) Bennett : Sharpe，前掲書‘ 201ベーシη

（注21) r,;J I書 191～200ベーシc

（注22) 生産台数から輸出台数を差し<JIL、て求めた。

産業政策と凶際競争力

輸入l立，米墨国境地帯等の自由貿易地域と特別な許可を

得た場合しか認められていないのでゼロとした。

(i主23) 1983年政令施行細目IJ第10条c

(i主24) AMIA La industria automotmiz de Atexico 

en ctか-asa・.....52ページ。

III 韓国の自動車産業育成政策と，

その産業組織形成への影響

韓国がメキシコと同じように中枢部品（エンシ

ンー トランスミッション等）の国産化を義務づけ，

それが実行されたのは1973年に作成された戸長期

自動車工業育成計画」計十 1）においてであったっそ

れ以前lこも国産化率90主＇，工の達成計画（たとえば 1965

年1月iこ発表された F国産化3カ年計画 J’および．

68年12月に発表された F自動車工業育成基本計商」）

はあったが，かけ声だけで実行されなかった。実

行できない原因はそれまでの国産北率向上計画が，

多国籍企業の開発した戸外車種の組立生産体制」

の枠組の中で部品の国産化をめざしていたからで

あった。 1972年の韓国の 1人当り国民所得は句

303～と少なかった。 1人当り所得の低い市場で

価格の高し・1500cc以上の大型車（クラウン‘フォ

ード20:.1，レコード司コロナ，コルチナ．シェポレツ

ト）の生産が90おを占めていた。しかも，その価

格は，本国での価格の3惜と高かったUI2 l。高価

であったために需要が少なく， CKD生産期間

中，最大の乗用車の生産台数はわずか 1万9494台

(1969年）であった。生産規模が小さいために部品

は多品種・少量生産となり，少量生産のために高

価で品質不良は免れず，輸出できなかった。輸出

できないために生産規模を拡大できず，需要規模

が小さいために生産性を向上させる投資ができず，

投資ができないために国産化率を引き上げること
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ができなし、という悪循環に陥っていた。

この悪循原を断ち切るために作成されたのが

「長期自動車工業育成計画4 であったc その基本

的な考えffは次のようなものであった。韓IEIの実

情に合った小刑車を生産し，｜吋内需要を拡大する。

圏内需要の拡大により量産体制を整え‘価格を引

きドげる。社，mにより l／期に位Wiを習得し，品質
を改善して輸出競争力をつける。多国籍企業の世

界的な生産”J，叫に制約されないで部品を凶応化し、

完成車を輸出できるように固有のモデルを開発す

るn 同有モデル小型乗用車の量産により韓国の自

動車産業を発展軌道に乗せるの

1 . 固有モデル小型乗用葱量産計廼の枠組

l長期自動車工業育成日十画Jti, 1973年6月に作

成され，メキシコの62年政令と同じように各完成

車合業に対し，「固釘モデル小型乗用車Hht計画j」

を紅出するように求めた。その枠組は，以ドのと

おりであった。（1)1500cc以下の小型車を生産する。

(2）匝｜産化率95与で1975年度より生産を開始する。

そのために外国で生産されたことのない回有モデ

ルを設計し，また車体，エンジンおよびトランス

主ツションの内製を完成車企業に義務つ、ける。こ

れら以外の一般部品は部品企業が製造する（完成

事企業と部品企業の分離）り一般部品の量産体制を

築くために各部品企業は原則jとしてひとつの部品

製造に特化する（専門店II品企業ω行成）。自動車部

品工業の発展を促すために外国投資あるいは合弁

投資を奨励する。（3）完成車の生産規模は司規模の

経済が活かせる年産Sh台以上とする。既存工場

の効率的利用をはかるため新たな工場の建設ある

いは合弁投資を認めない（完成市企業の新制きさ人制

限）。（4）生産価格は， 2000～前後とし，低価格に

より需要拡大を促す。（5）これらの条件を充たす小

llil取を1976斗ごから I[._QJ＼；；車4 として指定し，金融，
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税制および行政施策面で優先酌に支援する悦3）。

韓｜正JU）白動車工業育成計酬が，メキシコの1962

年政令と同じように部品製造分野を完成車企業と

部品製造企業との聞で分割lし，部品企業の育成を

促進しようとしたζとは興味保い。韓国では車体，

エンジンおよびトランスミッションが完成車企業

の製造分野となったが，メキシコではエンジンだ

りであった。メキシコでは車体は規模の経済が達

成できないということで輸入に依存した。韓国が，

完成車の国産化率を95~，二と高い水準に定め，その

目標を達成するために回行モデルの小型車量産休

制の方針を定めたJ.'lは，メキシコと全く異なる。

奪門部品企業の育成，完成車企業の新規参入制限，

金融，悦制および行政面における優踊抗置は，多

少の措違はあろうが，メキシコでも行なわれてき

たことである。

当時，乗用車製造企業ti4社あった。現代l’I動

車，起亜産業（当時）， GMコりアは，各々，政府

の方針に1"1った日坊の建設バIi而iを政府に提出したの

亜細亜自動車は政府の方鈴に合った計画を提出し

なかったため1974'.f8月一本に乗用車製造部門から

排除され，その後， 76年以起亜産業に吸収された。

G Mコリアも起亜産業も第l次石油危機後の自動

車需要の落ち込みの中で倒産化を計l両とおりに進

めることができなかった。 GMコリアは，既存モ

デル，ジェミニの車｛本に1500ccのエンジンを，I&せ

たにすぎず，また，起亜産業は乗用車生産の経験

を積むという名円でマツダのファミりアの CKD

生産Cl)＇＇午11fを得てJ七産を始めたにすぎなかった。

政府に提出した国産化計画にそって車体および

エンジン I：場の建設を進めたのは現代自動車だけ

であった。現代自動車は，イタリアのカー・デザ

イン企業に委託して固有モデル車を開発したの年

産能力 5)i6000台，当初l五｜産化率90；.＇；；：の総合自動
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車工場が1975'.j『未に完成し， 76年から本格的な生

産を開始した。現代自動車の開発したモデルは，

国内市場で人気が出て1976年には国内乗用車市場

の50：ょ以上を占有した。 1977年から工場の拡張工

事が始まり， 79年には生産能力が10万台になっ

た。 1979年に圏内市場では5万台が販売され， 1 

万4000台が輪山された。韓国の乗斥j車生産は現代

自動車ω牛品産哨加により1979年にllh23Hhとな

り，そのうち l万8441台が輸出されたり

第2次石油危機は， 1980年の乗用車需要を前年

の60~＇，ょに減少させた。政府は，量産体制を維持す

るために乗用車製造企業を3社から l社に減らそ

うとした（「自動車工業統合措置J, 1980年8fl20H 

発表）が失敗し，結局，現代自動車とセーハンl’i

動車（76士下にじI¥L-1リアが名称変更） o> 2 aが残り，
起亜産業は1fij用車製造に特化した（I，.凶j•!( I；業行

理化措置」， 81>j二引128日発表）。

こうした状況の中で現代自動車ほ，年産30万台

規模の輸出向け小型乗用車（1300～1500cc）の量

産工場建設計闘を発表した。新工場は，三菱自動

車の全両的托術協力を得て1985年に完成し，新卓

種はj,i]：｛ドからカナダに， 86年からアメリカに輸出

が開始された。韓凶の乗用車輸出は，現代t'J動車

の輸lll明加により1986年から88年O>IHI，生産0)6()

ぶ以上に遣した。 1989年から輸出は伸び悩んでは

いるが，それでも生産の40~，~を占めている。

1989年の韓国の乗用車生産は87万1898台であり，

そのうち34万727：｛台が輸出された門 I長期自動車

工業育成Jhll!i」が山された1973年ω乗If]IJ( 1：蛤は

1万2561台で，輸出はゼロであったり 16年間に生

産台数は69fitとなり，その40ぉ以1：が輸；I¥される

ようになったことを考えると「間有モデル小型乗

用車量産計画」が，いかに大きく韓国の自動車産

業の発展に貢献したか分かる。

1宅業政策と凶際競争力

2. 産業組織形成への影響

(1) 自動車部品産業の生産の分散化

韓国でほ自動車のSKDあるいはCKD生産（il:4)

の時代 (1962～75年）から自動車部品の国産化に力

を入れてきた。 1962年に制定された「自動車工業

保護法」が，完成車の輸入を禁止し，部品輸入を

完成車組立に必要なもωだけに規制した。これに

より完成車O>SKDメ＇1:1主が開始された。 1964年に

発表された Il’｜動車－工業総合育成計画」は，自動

車部品企業75社を指定し，育成を助成した。完成

事の国産化率は低く， 1966年に新進自動車がトヨ

タ自動車との技術提携で生産を開始したコロナの

国産化率ほ21；；λであった（ii・.5¥ 

1966年に「機械l：業保興法」が制定され，税制

および金融上の催週間ii'iの供与により自動車部品

を含む機械l：業ω育成が開始された。また，先に

みたよう以完成車の完全国産化をめざす計画が幾

度となく発表されたが， 1970年代に入っても国産

化率は30λ台と低かった｛；i'fi）。自動車部品を製造

する事業所は， 1973年に零細規模（従業者5人以上

9人まで）を含め173と少なかった（第5夫）。大規

模（従業者：mo人以｜）事業所は， 3つあったにす

ぎない。自動車市要が，年間3万1000台以下と少

なく，自動車I：業はじKD生産（ほとんとU){¥11,'d，会

輸入して組み立てる）段階にあったため，自動車

部品製造業には技術的に簡単な部品あるいは補修

用部品を製造する事業所しか存在していなかった。

生産活動は中小規模（従業者IO人以上299人まで）

事業所が中心で， B4の中小規模事業所が部品生

産額の60ふ以上をjl!っていた。

ところが，こうした事態は「長期自動車r業 ff
成計画J による国産化率の高Lνj、型乗用車の量産

体制が整L、生産台数が増加するにつれ，一変し

た。自動車部品製造事業所が1970年代後半より急

21 
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第5表 韓国の自動車産業規模別事業所数推移

(1973～88年） （単位：事業所）

1978 1983 1988 

181 379 613 l, 479 

36 47 130 297 

10～99人 116 255 397 998 

100～299人 20 53 62 127 

300人以上 9 24 1 24 :JI 

完成司王製造 8 I 6 山L内I 

5～9人 ヲー

10～99人 1 l 

100～299人 1 

300人以トー 6 6 8 
ー一一一一一

部品製造 173 372 607 1,454 

5～9人 36 47 130 295 

10～99人 115 254 397 986 

100～299人 19 52 62 124 

300人以トー 3 19 18 49 

（出所） 韓国経済企画院調査統計局唱せ営哲吋ム
旦.:i.?J~ 」［産業センサス報告書］ソウル待年

版。

速に増加し始めたのであるつ乗用車の生産台数は，

1978年に 8万6000台， 83年に12万台， 88年lこ87万

台と飛躍的に伸びたが，部品製造事業所もまた司

各年次， 372, 607, 1454と増加したc 1983年から

88年にかけては特に多くの中小規模事業所が自動

車部品産業に参入した。生産に占める中小規模事

業所のシェアが， 1973年から78年の間に生じた生

産体制の変化によりいったんは大きく縮小したが，

78年から83年の聞の，また， 83年から88年の間の

中小規模事業所の増加で，拡大した。韓国ではメ

キシコと異なり，自動車生産台数の増加にともな

い生産の分散化が生じた（第4十 b凶）。

韓国では「長期白動車工業育成計画」において

自動車部品の国産化を促すために重点育成品目

（指定系列化品IDを定め，その品目をひとつある

いは複数製造する専門部品工場（水平系列化工場）

22 

の指定を定めた。さらに1975年12月には「中小企

業系列化促進法」を制定して，税制・金融上の優

遇措置を設け，行政指導により完成車企業と部品

企業，あるいは，部品企業間取引の系列化を促し

た。 1975年 1月にはおの専門部品工場が，また，

77年7月には約50の重点育成品目を製造する62の

専門工場が指定された。政府の系列化促進政策に

よって1983年には重点育成品目iま200となり，そ

れらの品目を生産する親企業が，完成車および自

動車部品を合わせ 9社，下請け企業が352社lこ増

加した。近年は優遇措置を利用する下請け企業が

減少する指向がある。 1989年には重点育成品目が

193，親企業が部品企業で増えて20社，下請け企

業が277社となっている（i主7)0 部品企業間の系列

化は自動車生産台数の少なかった1980年代初めま

では，部品の量産体制を整えるために政府が主導

してきたが，生産台数が増加し始めた83年頃から

は，完成車企業が日本の自動車産業と同じように

「協力会」を作り，部品企業を指導・育成する体

制lこ重心が移行した。系列化促進が政府主導型か

ら民間主導型に変わったのである。

j共性元地の行なった「韓国自動車部品産業の分

業体系」に関する研究れ主れによれば，韓国の自動

車産業lふまだ，日本ほどの重層構造とはなって

いないが， 2次下請けまでは形成されているよう

である（第5-b図）。韓国は日本と比べ自動車産

業の歴史が浅く，生産台数が日本の12分のlと小

さいため，まだ重層構造になっていないとみられ

る。

完成車企業と 1次部品企業との関係は，第5-

b国にみられるように一対ーではなし部品企業

が複数の完成車企業と取引関係を持っている。こ

れは，「長期自動車工業育成計画J が部品生産に

おいて量産体制jをとることができるように重点育
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成品目（指定系列化品目）を生産する専門工場（水

平系列化工場）を指定して育成した結果である。

(2) 完成車、および自動車部品産業の民族資本主

体υ）発出と外国技術への依存

lイ）完成車製造業

韓国ω完成車製造企業は，韓国資本により，1辻、止

され，外国からモテールおよび製造技術を導入して

自動車を生産してきた。固有モデル小型乗用車量

産体制に移行後もモテゾレの設計は外国に依存して

いる。近年は外国資本が導入されてはいるが，

民族資本が80~＇卜以上（現代自動車85~＇＂＇•起岨，·1 動，t,:

〔19894；に起立ji庄業が名称変更〕 80主＇；；.），あるいは，

半分（大平Li動車）を占め，いずれの場合も経常

権を民族資本が持っている。この点が外資主導で

発展してきたメキシコと異なる。

韓国は圏内市場が狭いため政府が，完成車製造

企業への券入障壁を高くすることで参入を規制し

てきた。 CKD't1主の時代にも乗用車を組lみ ir：て

る企業は，最大で4社あったにすぎなl>0 196（）年

代前、札韓l王JO）外貨事情は極端に悪く， l’j動車生

産lこ必要な部品の輸入代金の支払いも困難な状況

にあった。 1962年の「自動車工業保護法」に基づ

き韓国で初めて自動車の SKD生産が認可された

セナラ自動車は，外貨を使いすぎるということで

稼動から 1年で生産を中断せざるを得なかった。

セナラ[j動車は生産を再開することなく 1965年に

新進L業（ガ叫）にl吸収された。新制参入に対し

ては，ーのため必要な外貨をすべて自力で用忘す

ることが義務づけられた (1965年の軍総亜自動車，

および， 67年の現代自動車の参入）。また， 1970年

代初めには新規参入（71年の起亜産業の4輪車部門

への参入），あるいは，既存企業の外資導入（72年

の新進自動車とGMO）合弁事業： GMコリア）に対

し，完成事ω匹｜産化率引き上げを目的としてエン

産業政策と凶深競争力

ジン工場の建設が義務づ付られた。さらに， 1973

年の「長期自動車工業育成計画」では自動車の完

全国産化のために車体，エンジン， トランスミッ

ション製造l；場建設の義務づけがなされた。

多国籍企業は技術挺概には関心があったが，前

接投資あるいは合弁投資には，ほとんど、関心をポ

さなかった。 GMだけが唯一の例外であったが，

生産活動の拡大にはあまり積極的でなかった。フ

オート、は1970年に現代自動車と，エンジン製造用

鋳物工場と機械加一仁工場を建設する目的で合弁投

資契約を結び，政府の認可を得たが，実行に移さ

ないまま， 7314＇－に時間切れで認可を取り出されて

しまった。勺H年，韓同は 1人当り所得が：moドル科
度と低しその自動車需要は CKD生産時代最大

の1969年で3万949台と市場が小さく，しかも南

北朝鮮の分断で常に戦争の危険にさらされていた。

このように市場が小さく政治的に不安定な環境に

あったため，多凶籍企業は直接投資に関心を不さ

なかったのである。 トヨタ自動車は，中l到の｛同

四原則」 (1970年）の発表で韓国との関係を継続す

ると不利と判断すると，新進自動車との技術提携

さえ1971年に解消してしまった。

CKD生産時代4社あった完成車企業iま， 1974

年iこ1社が脱落して3社となった。亜細亜自動車

が，政府の強引な倒産化社画（「長期自動車工業育

成計画」）は実行困難として政府の方針と合った生

産計画を提出しなかったため排除された。さらに，

第2次石油位機佐の不況下で政府の指導（合瑚化

街宣）により1981年に 1社が乗用車生産を停止し，

2社となった。合理化措置の解除で1987年にl社

（起亜産業）が復帰し， 3社となった。 1989年7月

から外資企業を合め，新制参入が自由化されたが，

今のところ 3tf：のままである。

3社とも技術的には全由的に外国技術に依存し

23 
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てきた。 1973年以降，固有モデルの小型乗用車ω

開発に取り組んできたのであるが，車体ωデザイ
ンは新たに設計したものの，エンジンは，三菱自

動車，マツダ，オベルの開発した既存のものを手lj

刑しているからである。現代「l動車は1967年末に

設iLされ，イギリス・フォードの技術供与でCKD

生産を開始した。 1973年以降，国産車の開発を進

め，三菱自動車からエンジン技術の供与を受けて

何年末から小型乗用車の生産を開始した。 1982ifー

からは三菱グループの資本参加を得て，新しく輸

出向け小型乗用車を開発し，大量輸出に成功したっ

起亜自動車は， 1944年に向転車製造企業として

設i／され， 2輸tff, 3輪トラック， 4輪トラック

と段階的に生産品目を高度化し，技術を蓄積したハ

1971年にマツダと技術提携をし， 74年から小型乗

！日中；の生産を開始した。 「白星拘束合理化荊間J で

1981年に乗用車生産を停止したが， 87年に川枯出

の解除で復帰した。その間， 1983年lこマツダと伊

膝忠商事の資本を各々， 8：，＇，；と 2ぶ受け入れたの

1986年にフォードの資本参加（I（）主＜，－；：）を得て， 87

年から小型乗用車の生産を開始し，アメリカへ

OEM供給を始めた。

大字自動tJ(は，セーハン山動車の後進であり，

1983年に大字グループが経営権を取得したことに

より大字自動車となった。 1986年より GMの西ド

イツ子会社オペルより技部供与を受け，小型乗照

•IW）生産を開始し， 87年よりアメリカへ OEM 輪

山をf了なっている。

（ロ） 自動車部品製造業

i'l動車部品産業もまた，民族資本主体で外｜五｜技

術Iを導入して発出してきた。資本導入は1985'ifか

ら急速に増加する傾向はみせているが， 85年以前

はきわめて少なかった。 1970年代（73～79年）に

G件，また．付0年代初め（持（）～例年）に 4N：あっ
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第6表 韓国自動車部品産業の技術提携および資

本導入 0970:nz月末から89年まで）

（単位：件数）

技術提携 ｜ 合弁投資

（開始ベース） ！（認可ベース）

1970～72 I 6 I 5 

1973～79 I 47 I 6 

1980～841 34 I 4 

1985 38 I 10 

1986 I 81 I 11 

19内7 I 70* I 35 

1988 ! 54* I 26 

1989 33* ! 28 

（出所） 1970～86年：加藤健彦・窪田光純「改正J
版韓国自動車産業のすべて』 II本経済通信
社 1989年 4 8表および49表に基づき作
成（原典 『韓国自動車便覧 1987必ソウル
1987年） 0 1987～鴎年』韓国産業銀行『韓国

主！産業 1990』［韓国の産業1990］ソウル 1990
IF 64fiページ (11；（典：韓国自動，I(l：業協同組
（.「輸出促進会ぷ資料」 1990年九！！）。

(ii) * 完成＊企業分を含む。

たにすぎない（第6表｝。

他方，技術提携の方は， 1970年代（73～79年）

に47件．また， 80tf.ft初jめ（80～例年） tこ341＇牛，

導入されている。小型乗用車の量産体制が整った

ばかりの1977年11月に政府は，早くも自動車産業

を i輸tll戦略産業」のひとつに桁定し，さらに，

79'.J-l()Jjには輸出向けに「中型乗用車」の生産を

開始する方針を発表した。自動車部品企業が政府

の積極的な自動車産業の輸出振興政策に技術導入

で比、えたことがうかがえる。

1985年以降は合弁投資および技術導入ともに急

速に増加している。 1985年9月に自動車の輸入自

由化開始時期が発Jとされ，完成事および自動車部

品の同際競争力を強化するためにそれらの導入が

増加した。合弁投資および技術導入の対象品目は，

エンジン部品，電装部品，車体部品，環境汚染防

止品Hが多く，自動車の電子化・高級化，燃費向
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l，排気ガス規制等をH的としたもωが多いの資

本および技術の導入先は圧倒的に日本が多く，次

いでアメリカである。

(i主I) 現代「｜動車株式会社『現代fl動車，ト年史』

ソウル 198N 176べーシ。

(i主2) J.:;J I：。

(i主：lJ J,;J L ,Ii 179～180べーシハ

(i主4) rfi:r，占i構成部品を輸人して完成l事を粧み了1.てる

JI託部品輸入時の分解度に応じてメKD（セミ・ノ、ソケ・

ダウン）あるいは CKD（コンプリート・ノ‘ソデ・タウ

ン）斗τ摩E［.＞（別される。 SKDF生産はホルト・ナヅト類

で車tlみ十lけ'1Jlj［な状態で部品を輸入して完成車を制み i{

てる。 CKD生産は部品単位で定全分解された状態で丹！；

,',I：を輸入L,i容Ht塗装、ぎ装から＇I＇＂産を開始するい

（注5) 加藤健彦・窪田光純「改訂版韓国自動車産

業ωすへて』 ll本経済通lri社 198911' 56ヘ シ。
( i主6) 現代I'!動車株式frH 1li1封書 276ペーシ。

(ii 7) 鴇J!ijl’i動車1・業共同級f';rn動車工業便覧
1991』 ソウル 1991:4二＂

(i主8) iJt·Jt.1己・金正洪・， i］’~穆「稽顕・美園. fl：本

・旦斗11.，・，動車f(ili'u',.J.:.業分業種系企l比較分析ー荷：給L

来賞態長 11 I心~孟一一』［韓国・アメリカ・ ll 本・プラ

ンルドJ動車部品 I＇草分業体系の比較分析ー ド請取，JIき

実態を中心に ］ソウル 時業研究院 1987年 31ベ

ーン。

結
三A
d附

本稿のIi的は，簿国がメキシコより 11年遅れて

乗用車の国産化に取り組んだにもかかわらず，短

期間に＇t.1.f台数，輸出台数，および，凪産化率で

メキシコを凌駕するようになった原因を明らかに

することにあった。

その根本的な原因は，韓国とメキシコの「自動

車産業育成政策の相違J にあった。韓国は，一定

期間後，保護を取り外すことをi'1fi提に，民族資本

主体で量産体制を整え，自動車の完全国産化と輸

U＼をめざした。これに対しメキシコは，長期にわ

,,f業政策と国際級争力

たり (1962年から89年まで）手厚い保護の下で外資

企業主導で，自動車部品の輸入代替をめざした。

韓闘が生産と輸出台数を矩期間に増やすことが

できたのは，自動車の完全国産化と輸出促進のた

めに 11占l有モデル小型乗用車の生産」を自動車産

業の発展戦略として選択したからである。そうし

た発出戦略を選択することができたのは，完成車

製造企業が民族資本企業，あるいは，経堂権を持

った合弁企業であったからである。 I司有モテ‘ル小

型車の生産は，韓国市場に合った低価格車の導入

で国内市場を掘り起‘ニし，既存のモデルとは異な

った低価格車O）［五｜際市場への持ち込みで，輸出市

場を開拓した。園内市場規模は CKD生産時代，

ぷ大 1)f9494台（1969年）でしかなかったが， 76

年（,J、強乗用車の本格的生産時始年）には2万4806

f;に， 79年には9万387:3台に拡大した。国内需要

の増加は生産規模を拡大させ，生産技術の蓄積を

促し， 80年代に始まる輸出向け大量牛産の基縫を

築くことができた。園内需要は1986年より急速に

伸び始め， 89年には52万台を超えた。韓国の乗用

車輸出は CKD生産の時代はぜロであった。 1976

年から83年までの国内市場への販売が中心であっ

た時代には最高で1万8441台（79年）を輸出した。

輸出向け量産体制が整った1984年から急速に輸出

が伸び始め， 87年および88年には50万台以上，生

産の60：：λ以上を輸出した。

園内需要の拡大と輸出の仲びは，生産規模拡大

のための投資を促す。投資の増加は新技術を体化

した生産設備の導入を通じて企業の生産’性を上昇

させる。また券人が制制されていなかった部品産

業へ多数企業の新規参入を促した。一定期間後に

保護が取り外されることになっていた韓国では，

生産費を節約するために要素集約度に応じた自動

事部品製造の重層的な生産分業体制の形成が進ん

Zラ
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だ。初期には「中小企業系列化促進」としげ政府

ω施策で， 1983年頃よりは完成車製造企業が中心
となって民間主導で重層的な生産分業体制が整備

されてきた。この重層的な分業体策I］が外国技術の

受け入れおよび怯婦の経路をつくり，中小rmM1企
業ω技術蓄積を進め，生産効率改払および，部

品の国産化推進に貢献している。要するに，韓国

が短期間に生産と輸出を伸ばすことができたのは，

民族資本主体で既存モデルとは異なった差別化さ

れた製品を効率的な生産組織で生産してきたから

とし通える。

メキシコの場台には外資企業主導で既存の多LEI

籍企業の開発したモデルを午産してきた。政庁、Iは

民族資本企業育成のために優遇措置を設けたが民

族資本企業は，技術力，資金力および市場開拓能

力で外資企業と競争できず，次第に淘汰されてし

まった。国内iii場は，所得に比べt'!動車価格が而

い（沌I）こともあり，またたび重なる経済の混乱が

圏内需要の伸びを阻害したこともあって大きくは

伸びなかった。本格的な国産化を開始した1965年

の圏内需要は6万7376台と韓国（76年）の2.7倍以

上の市場規模があった。しかしながら，これまで

辰；＼°：；の圏内需要は， 1981年の34Ji6201台であり，

80年代の経済混乱で， 89年においてもその水準に

達していない。輸出を伸ばすこともまた困難であ

った。国際市場にすでにメキシコ製品と同ーの車

碩が存在し，しかもそれらはメキシコ製品より品

質が良く低価栴だからである。外資企業は，保説

により隔離された市場の確保を目的として進出し

ていたため輸出には関心が静かった。政府は，輸

出を伸ばすために輸出義務を課し，強化し，イン

センティプを供与したが， 1983年までは大きく伸

びなかった。完成車の国産化率を国内市場向けの

＇（＇：分に減らして初めて 1984年から輸出が伸び舶め
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たが，韓国ほど急速には伸びていない。 1989年の

輸出は16万4894台で，生産の38~＇λである。

メキシコの自動車部品産業は，手厚い保護の下

で育成されてきたために技術的にみて世界の水準

より遅れ，品質・価栴ともに国際市場で競争が困

難であった。部品市場は独・寡占により売り手市

場が形成され，生産費を節減するインセンティプ

が欠如していたからである。韓国と比べ需要（国

内需安および輸出）の伸びが小さかったことが投

資を抑え，部品産業への新規参入を少なくした。

メキシコでは中小部品企業が育たなかった。要す

るに，メキシコでは外資企業主体で外車種の生産

を行ない，そのうえ， fl学い保護のドで自動車部

品産業の発展を図ってきたため．効率的な自動車

生産組織が形成されず，国際競争力を持った製品

（完成'1£ • (¥II品）を午産できず，生産・輸出を伸ば

すことができなかったといえる。

国産化率が，韓国の方がメキシコより高いのも

両国ω自動車産業育成政策の相違に超国している。

韓国では，需要規模拡大を見通して完成車企業に

車体，エンジンおよびトランスミッションの製造

を義務づけた。これらの製造を義務づけたことが

完成事ω凶産化率を困内市場向け95ぶ，輸出向け

70~＇，~.と両くしている。政府が「長期自動車工業育

成計画」を作成した1973年の乗用車生産台数は 1

万2561台であり，車体，エンジン， トランスミッ

ションを量産しても需要が存在しなかった。また，

それら令製造できる技術そ持った部品企業が存在

しなかったc さらに，韓国で固有モデルを導入し

たことが，完成車の完全国産化をi1J能とした。既

存のJl1：輔の車体であればメキシコのように輸入で

きたが，固有のモデルであったため国産せざるを

得なかったc

また，良質の素材（鋼板，鋳物銑，特殊鋼等）の
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存在が韓国の国産化率を高めるのに貢献しているc

韓国の乗用車国産化計画は近代的な製鉄所が1973

年6}jに完成するのを持って発表された。それま

で韓国は鋼板類の輸入国であった。プラスチック

製部品の素材を供給する石油化学工業，および，

電子部品を供給する電f工業もまた， 1970年代後

半より韓住iで生産が開始されている。韓t五l政府が

1962年より順序だてて経済開発計画を作成し，軽

工業品の輸入代脅から大量輸出へ，さらに重化学

工業ω育成へと着実に経済構造を重層化し，素材

産業を発展させてきたことが完成車の国産化率を

高めた要因といえよう。

メキシゴでは，規模ω経済が達成できないとい

うことで車体を輸入に依存した。エンジン生産だ

けを完成車企業に許可し， トランスミヅションは

部品企業ω分野とした。このため，国産化率が60

ぶと低くなったっメキシコには長い歴史をもっ鉄

鋼業がある。銑鱗一貫製鉄所は1900年lこ建設され

ている。しかしながら，薄牧牛宇産t没備は古く， H

術水準ーが低いため，良官の素材を自動車産業に供

給し得なかった。

これまで考察してきたことをまとめるならば，

韓国では政府の経済開発政策および自動車産業育

成政策が，自動車の完全国産化と輸出促進という

目的達成に対し・貫性があり，適切であったから

メキシコより短期間に凶産化率が尚く， 11］際競争

力を持った自動車産業を発展させることができた

とし通えよう。

韓国とメキシコの初期条件は，それほど大きな

差はなかったとみられる。なぜならば，部品国産

化の出発時，韓国もメキシコも自動車組ii，また，

部品製造のためω機械・設備および技術ωほとん

ど全てを外国に依存したかむであるの小型車の量

産計画をたてた頃の韓国は，重化学工業の育成

運業政策と国際競争力

（第3次5カ年計画， 1972～76年）を開始したばか

りであった。まだ機械工業が発展していなかった

ため，車体の金型から車体プレス機械，組立ライ

ンの装備に至るまで輪入した位υ。その上，車体

デザインを外国に依頼し，エンジン，変速機，車

軸等ω製造技術もまた外国から導入した。完成車

企業はCKD生産による組す技術の蓄積，また，

部品企業は少数の部品製造の経験，さらに，他産

業で金属加工技術の蓄積はあったにせよ，そうし

た技術の蓄積にメキシコと大きな差はなかった。

韓国もメキシコも主要部品の国産化はぽとんどゼ

ロからの出発であった。

自動車の国産化開始にあたり韓闘では3社しか

参入せず．メキシコでは10社が参入した。韓国の

参入条件がメキシコより厳しかったからである。

まず，南北朝鮮の分断という政治的に不安定な状

況にあったこと，第2に市場が年間約3万台（メ

キシコの38；；＇；..）と小さかったよとである。この 2

つの条件により多国籍企業は韓国への直接投資を

敬遠し，出資比率50おの合弁企業として唯一参入

したG:V1も積極的に生産を拡大しようとはしなか

った。第3に年間J3万台という小さい市場で自動

車の完全同産化を義務づけたごとである。こうし

た厳しい条件を義務づけることによって果敢な企

業家精神を持った企業を選別した。メキシコの場

合には政治的に安定し，経済も年平均実質6~＇，；以

上で成長しており，自動車需要に高い伸びが期待

できた。 l五l産化率60ぷ以上の達成という参入障壁

は，技術力，資金力，市場支配力を持った外資企

業iこは低かった。民族系企業は，外資企業の力の

前に屈服せざるを得なかった。要するにメキシコ

は民族系完成車企業を育成する政策を採らなかっ

たとしBえる。

自動車産業発展の主体が，民族資本であるか，

27 



1992070030.TIF

多国籍企業であるかによって輸出市場開拓に制約

が牛じ得ることが明らかとなった。自動車産業の

ように量産効果の大きい部門の輸出指向育成政策

を採用する場合には民朕資本主体で発展を促す必

嬰があろう。しかしながら，資本およびt支術力が

不充分な発展途上国では，外資の力を｛普りて， f呆

諜ω下での I輸入代持」から開始せざるを押ない。

この場合，産業の発展状況に応じて，保護を低め．

3らに自匡Jr,卒業発展のために外lliJ資本を上子に利

用する政府の施策が重要となろう。

メキシコの新たな自動車産業育成政策 (1989年

政？？）は， n動車産業ω合理化および国際市場へ
の参入をめざして，これまでの手厚い保護を大き

く取り去った的部品ω輸入白山化，完成車製造企

業の内製制限撤廃，国産義務部品の廃止，義務国

産化率の廃止等，大幅な規制緩和が行なわれたo

i!fl（一残った部品産業の保護規定は，「完成車製造

企業は，その生産活動より生み出す付加価値の36

~＼エを，部品製造企業が午み出せるように部品を購

入する」という条項だけである。このように1989

年政令は，完成車製造企業が自由に部品を購入で

きるようにした。品質が悪く，尚い部品を敬遠で

きるようにした。部品企業は，これまでのように

造れば売れるという状況がなくなったため，国際

水準の新技術を導入し，生産性を上げ，品質を改

持する努力をせざるを併なくなった。

1989年政令はまた，完成車の条件f寸き輸入を認
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めた。企業の貿易収支が黒字であれば，その範囲

内で輸入が可能となった。政府もまた，輸入ω権

限を確保した。完成車の価格が，同ーの外国車よ

り高い場f;には，政府が輸入できる。これにより

完成車製造企業は，低い価格の，品質の良い部品

だけを選はなければ，利益を確保できなくなった。

1989年政令の実施によりメキシコは，韓国と｜同

じように自由競争下での部品産業の育成を開始し

たといえる。新しい政策は， 1990年ll月より実施

されたため，まだ成果は明らかではないが，各種

規制の緩和により部品産業の効率化が促進される

と推測される。中小企業（／）ff成も必要となり，産

業組織が変化し，生産の分散化が生じよう。しか

しながら，自動車産業の発民主体は多国籍企業で

あり，輸出市場の開拓は，多国籍企業の世界的な

生産計画に制約されよう。

(i主1) メキシコの場合には，乗用車の国産化にあた

り価焔刷；Iiリ（上限1,mmの設定lHrなったけれども本llilで

の敗必価格の 1.5他と高価であった (Bennett;Sharpe, 

fjiJ掲書， 147ページ，および.tl'i.JII 前掲書 90ページ）。

(it日） 谷浦孝雄 I韓国・現代自動車ω技術形成 l（中

i尚編 前向書所収） 102ベーシ。

（アジア経済研究所総合研究部副主任調査研究員）

げすle) 本稿は1990年度「アジアの工業fとと産

業組織」研究会ω成果の . illlである t
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